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国及び市のごみ処理施設整備の計画等 

１ 国の計画 

国では、廃棄物処理施設整備事業の計画的な実施を図るため、廃棄物の処理及び清掃に関する法

律に基づき、「廃棄物処理施設整備計画」を５年ごとに定めております。現在、令和５年度から５

年間を計画期間とする次期「廃棄物処理施設整備計画」の検討が進められており、その概要は以下

のとおりです。 

 

【廃棄物処理施設整備計画の概要】 

現行計画【平成 30年閣議決定】 次期計画（案） 

1.基本的理念 

（1） 基本原則に基づいた３Ｒの推進 

（2） 気候変動や災害に対して強靭かつ安全な

一般廃棄物処理システムの確保 

（3） 地域の自主性及び創意工夫を活かした一

般廃棄物処理施設の整備 

1.基本的理念 

（1） 基本原則に基づいた３Ｒの推進と循環型

社会の実現に向けた資源循環の強化 

（2） 災害時も含めた持続可能な適正処理の確

保 

（3） 脱炭素化の推進と地域循環共生圏の構築

に向けた取組 

２.廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効果 

的かつ効率的な実施 

（1） 市町村の一般廃棄物処理システムを通じ

た３Ｒの推進 

（2） 持続可能な適正処理の確保に向けた安定

的・効率的な施設整備及び運営 

（3） 廃棄物処理システムにおける気候変動対

策の推進 

（4） 廃棄物系バイオマスの利活用の推進 

 

（5） 災害対策の強化 

（6） 地域に新たな価値を創出する廃棄物処理

施設の整備 

（7） 地域住民等の理解と協力の確保 

（8） 廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及

び契約の適正化 

２.廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効果 

的かつ効率的な実施 

（1） 市町村の一般廃棄物処理システムを通じ

た３Ｒの推進と資源循環の強化 

（2） 持続可能な適正処理の確保に向けた安定

的・効率的な施設整備及び運営 

（3） 廃棄物処理 ・資源循環の脱炭素化の推進 

 

（4） 地域に多面的価値を創出する廃棄物処理

施設の整備 

（5） 災害対策の強化 

 

 

（6） 地域住民等の理解と協力・参画の確保 

（7） 廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及

び契約の適正化 

 

＜改定の方向性＞ 

 気候変動への対応について、「 2050 年カーボンニュートラルにむけた脱炭素化」の視点を新た

に記載し、対策内容を強化  

 「３Ｒ・適正処理の推進」については、災害時含めその方向性を堅持するとともに、「循環型社

会の実現に向けた資源循環の強化」の視点を追加 。 

 「地域循環共生圏の構築に向けた取組」の視点を、上記の脱炭素化や廃棄物処理施設の創出する

価値の多面性に着目しつつ深化。適切な運営に必要なソフト面の施策についても記載を充実。 
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２ 市の方針 

【本市一般廃棄物処理基本計画における施設整備関連の方針】 

令和３年３月に策定した「仙台市一般廃棄物処理基本計画」における安定的な処理体制の確保に

関する基本方針の３、「安全安心かつ安定的な処理体制の確保」において、老朽化が見込まれる施

設については、ごみ量の見込みやごみ質の変化の予測を踏まえたうえで、温室効果ガスの削減効果

や経済性等を総合的に勘案し、改良や更新等を検討・実施することにより、適正な処理体制を確保

することとしており、以下の施策を定めています。 

 

《施策６》  

ごみの適正処理体制の確立 

処理施設について、災害時の廃棄物の迅速な処理や他自治体への処理支援等を考慮しながらあり

方を整理し、既存施設の長寿命化を図りつつ、計画的に整備を進めます。… 

【６ー４ 脱炭素社会に向けた取り組み】 

収集運搬、処理施設及び最終処分における温室効果ガス排出量の削減に努めるとともに、廃棄物

処理に伴い発生する温室効果ガス排出量の算出と評価を行います。 

また、焼却施設で得られる余剰電力の売却など、廃棄物由来のエネルギーの活用を推進するとと

もに、廃棄物系バイオマスのリサイクル体制の構築に向け検討を進めます。 

＜実施・検討すべき取り組み＞ 

○ ごみ収集運搬車両の低公害化の推進 

○ 焼却施設における余熱利用・電力利用の推進（余剰電力の売却など） 

○ 焼却施設での電気自動車（ＥＶ）への電力供給設備導入の検討  

○ バイオガス化施設等導入可能性の調査・検討  

 

《施策７》  

災害や感染症蔓延など様々な危機に対するしなやかな強さの確保 

【７ー２ 広域的な災害廃棄物処理体制の構築】 

…また、災害時に発生する膨大な災害廃棄物の広域処理が可能な処理量や処理能力を考慮したう

えで、施設の更新や改修等の検討を進めます。 

 さらに、清掃工場ではごみ処理に伴い発生する焼却熱により発電が可能であることから、こうし

たエネルギーを活用した防災拠点化についても検討を行います。 

＜実施・検討すべき取り組み＞ 

○ 東日本大震災の経験・教訓を活かした被災市町村への支援 

○ 防災拠点としての施設利用（清掃工場等） 

○ 災害廃棄物処理の広域処理体制の検討 

 


